
平成28年度大阪府国民健康保険法に基づく特別都道府県調整交付金交付基準
大阪府国民健康保険法に基づく都道府県調整交付金の交付に関する条例（平成17年大阪府条例第98号。以下「条例」という。）及び大阪府国民健康保険法に基づく都道府県調整交付金の交付に関する条例施行規則（平成17年大阪府規則第171号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、特別都道府県調整交付金の交付基準については、次のとおりとする。
（交付区分）
第１　特別都道府県調整交付金は、条例第２条第５項に規定する特別都道府県調整交付金の総額を、次の(1)から(4)までに掲げる区分（以下「交付区分」という。）に応じ、それぞれ定める割合により交付する。
(1) 財政の健全性の確保・向上　　300分の50

(2) 広域化の推進　　300分の40

(3) 保健事業　　300分の10

(4) 普通都道府県調整交付金と同一の基準による交付　　300分の200（第７に定める保険財政共同安定化事業の対象医療費の１円化に伴う激変緩和措置分を含む。）
（各市町村への交付額）
第２　各市町村に交付する特別都道府県調整交付金の交付額は、当該市町村について、この基準の定めるところにより交付区分ごとに算定された額の合計額とする。この場合において、交付額に千円未満の端数が生じたときは、これを四捨五入するものとする。
（財政の健全性の確保・向上、広域化の推進及び保健事業に係る交付額の算定）
第３　交付区分のうち「財政の健全性の確保・向上」、「広域化の推進」及び「保健事業」（「保健事業の推進」に限る。）における特別都道府県調整交付金の算定は、各市町村の基礎交付額（各交付区分の交付総額（「保健事業の推進」に係る保健事業にあっては、保健事業の総額から第９(2)及び(3)に要する額の合計額を減じて得た額とする。）を、平成27年度普通都道府県調整交付金の交付額に応じて市町村ごとに按分した額をいう。以下同じ。）を基礎として、この基準に定める評価基準及び算定方法に従い行うものとする。
（財政の健全性の確保・向上に係る取組状況の評価基準）
第４　交付区分のうち「財政の健全性の確保・向上」については、次に定めるところにより取組状況を評価する。
１　単年度収支の状況
（1）評価方針
平成25年度から平成27年度までの各年度の国民健康保険特別会計の単年度収支の状況を評価する。
評価は、支出額が収入額を超えていない場合を適正とする。
ただし、支出額が収入額を超えている場合でも、その支出額に占める超過額の割合が、各年度の府全体の支出額に占める療養給付費等負担金等の精算が行われる負担金等の各年度における確定額と概算額の差の合計額の割合の範囲内にある場合は、適正とみなす。
（2）評価点数
３年適正：20点　　２年適正：15点　　１年適正：10点　　適正なし：０点
２　保険給付費の見込み状況
（1）評価方針
平成27年度における一般被保険者の保険給付費の当初予算額を評価する。
評価は、平成26年度の一般被保険者の保険給付費の実績に平成22年度以降の各年度の前年度比伸び率の最大値及び最小値を乗じた額の範囲（以下「適正予算額の範囲」という。）内にある場合を適正とする。
ただし、適正予算額の範囲を超えている場合でも、平成27年度決算額や平成27年度予算設定時の資料等から適正と認められる場合には、適正予算額の範囲内にあるものとみなす。
（2）評価点数
適正：20点　　不適正：０点
３　保険料(税)率の設定状況
（1）評価方針
平成28年度における保険料(税)算定時の理論上の数値（算定値）と実際の設定数値（確定値）のかい離の適正度及び平成28年度における保険料(税)算定時の予定収納率と平成27年度の実績収納率のかい離から予定収納率の設定状況の適正度を評価する。

医療分、後期分及び介護分のそれぞれについて以下の①及び②の項目において両方を満たす場合に適正とする。

①医療分、後期分及び介護分のそれぞれについて、所得割、平等割及び均等割のかい離率の合計値が一定(１％)の範囲内である場合または、確定料(税)率が算定料(税)率以上となっておりかつ１％超のかい離となっている場合

ただし、基礎賦課総額を算出するにあたり根拠のない繰入れ等不適切な算定をしていないこと。

②平成28年度の予定収納率（一被保）が、平成27年度実績収納率（一被保）に当該市町村の過去５年間の前年度比最大上昇率を加えたもの、又は平成26年度の収納率に第三次広域化等支援方針(以下、「第三次支援方針」という。)に定める規模別収納率上昇目標値を加えたもののいずれかの高い値以下である場合
（2）評価点数
医療分２０点　　後期分１０点　　介護分１０点　　不適正０点
４　保険財政共同安定化事業の収支差等の保険料（税）への反映状況
（1）評価方法
平成28年度における保険財政共同安定化事業の収支差等の保険料(税)率への反映状況を評価する。
評価は、保険料（税）率算定において、次の条件を全て満たしていない場合を不適正とする。
保険料(税)算定において
①　保険財政共同安定化事業の交付金と拠出金の収支差を考慮していること。
②　政令の基準の算定によらず、保険料(税)を据え置くなどしていないこと。
③　予定収納率のかい離が５ポイントを超えていないこと。
（2）評価点数
不適正：▲10点

適正：０点
５　保険料(税)・一部負担金の減免にかかる一般会計からの繰入れ
（1）評価方針
国民健康保険法（以下「法」という。）第77条により市町村が条例の定めるところにより実施している保険料(税)の減免（以下「保険料(税)減免」という。）及び法第44条第１項による一部負担金の減免（以下「一部負担金減免」という。）の実施に係る一般会計からの繰入れ状況を評価する。
評価は、保険料(税)減免及び一部負担金減免の減免相当額について、一般会計から平成27年度は繰入れの実施、平成28年度は繰入れの予算措置を行っている場合や、減免相当額を保険料(税)により措置している場合を適正とする。
なお、減免相当額を保険料(税)により措置していない場合であっても、平成26年度決算後における収支差引額が黒字であり、かつ、平成26年度決算後の単年度支出額に占める収支差引額と基金保有額の合計の割合が概ね５％を超える団体（平成27年度において６による不適正な一般会計からの繰入れを実施している団体を除く。）であって、計画的な累積黒字の解消のためにやむを得ず繰入れを行わないことが適当であると認められるときは、適正とみなす。
（2）評価点数
平成27年度

適正：10点

不適正：０点
平成28年度

適正：10点

不適正：０点
６　不適正な一般会計からの繰入れ等
（1）評価方針
平成27年度における不適正な一般会計からの繰入れの状況を評価する。
評価は、法令等に基づかない繰入れを行っている場合（繰入れは実施していないが、保険料（税）率算定上不適正な一般会計からの繰入れ等を前提とした料率となっている場合を含む。）は不適正とする。
（2）評価点数
不適正：▲10点

適正：０点
７　法令等による一般会計からの繰入れ
（1）評価方針
平成27年度における法令等に基づく一般会計からの繰入れの状況を評価する。
評価は、次の繰入金を一般会計から繰入れていない場合は不適正とする。
①　保険基盤安定繰入金（法第72条の３及び第72条の４）
②　出産育児一時金繰入金（「平成27年度国民健康保険繰出金について」平成27年3月31日付け総務省自治財政局調整課通知による繰入金）
③　地方単独事業の医療給付費波及増による療養給付費等負担金の減額分繰入金（「平成27年度国民健康保険の保険者等の予算編成に当たっての留意事項について」平成27年1月14日付け厚生労働省保険局国民健康保険課長通知による繰入金）
なお、②又は③の繰入れを実施していない場合であっても、平成26年度決算後における収支差引額が黒字であり、かつ、平成26年度決算後の単年度支出額に占める収支差引額と基金保有額の合計の割合が概ね５％を超える団体（平成27年度において７による不適正な一般会計からの繰入れを実施している団体を除く。）であって、計画的な累積黒字の解消のためにやむを得ず②又は③の繰入れを行わないことが適当であると認められるときは、適正とみなす。
（2）評価点数
不適正：▲10点

適正：０点
８　累積赤字解消の取組状況
〔平成28年度に新たに赤字解消計画の策定対象となった場合〕
（1）評価方針
大阪府市町村国民健康保険赤字解消計画基準（以下「府基準」という。）により計画策定対象となった場合において、府基準を満たした赤字解消計画の策定状況を評価する。
評価は、府基準を満たした赤字解消計画を府が定める期限までに提出しなかった場合は不適正とする。
（2）評価点数
不適正：▲50点

適正：０点
〔平成24年度に赤字解消計画の策定対象となっている場合〕
（1）評価方針
府基準により対象市町村が策定した赤字解消計画についての達成状況を評価する。
（2）評価点数
赤字解消計画に記載の平成27年度における赤字解消総額の達成割合又は平成24年度から平成27年度までの４か年での赤字解消総額の合計額の達成割合のいずれか高い方を評価する。
100％以上：０点
 90％以上100％未満：▲10点
 80％以上 90％未満：▲20点
 70％以上 80％未満：▲30点
 50％以上 70％未満：▲40点
 50％未満：▲50点
ただし、赤字解消計画において平成27年度は赤字額が増加することがあらかじめ見込まれている場合にあっては、計画の範囲内の赤字額増加の場合は０点とし、計画範囲を超える赤字額増加の場合は▲50点とする。
〔平成27年度に赤字解消計画の策定対象となっている場合〕

（1）評価方針

府基準により対象市町村が策定した赤字解消計画についての達成状況を評価する。

（2）評価点数

赤字解消計画に記載の平成27年度における赤字解消総額の達成割合を評価する。

100％以上：０点

 　　　　90％以上100％未満：▲10点

 80％以上 90％未満：▲20点

 　　　　70％以上 80％未満：▲30点

 　　　　50％以上 70％未満：▲40点

 　　　　50％未満：▲50点

ただし、赤字解消計画において平成27年度は赤字額が増加することがあらかじめ見込まれている場合にあっては、計画の範囲内の赤字額増加の場合は０点とし、計画範囲を超える赤字額増加の場合は▲50点とする。

〔保険者における取組状況に応じた評価〕

前年度決算において赤字解消計画に基づく前年度分の赤字解消額が達成できなかった場合において、保険者として執り得る取組みを実施したにも関わらず、計画が達成できなかったと認められる場合は、状況に応じて評価点数の減点の緩和を行う。

ただし、０点を上限とする。

　　
【評価項目】

　　　・適正な保険料率の設定（必須項目）

　　　　〇「財政の健全性の確保・向上」の評価項目２～７（５については、当該年度分に係る評価に限る）の評価がすべて適正であること。

　　　・第三次支援方針における規模別目標収納率の達成又は、規模別収納率上昇目標値の100％以上の達成

　　　・累積赤字解消のための一般会計からの繰入れの実施

【緩和点数】

　　　・２項目達成：１０点緩和

　　　・３項目達成：２０点緩和

　　　

〔赤字解消計画策定対象外の累積赤字団体〕

（1）評価方針

府基準による赤字解消計画の策定対象外団体のうち、累積赤字額が前年度以前から２年以上連続しており、かつ、前年度の累積赤字額が前々年度の累積赤字額を上回っている場合は、減点評価とする。

（2）評価点数

▲２０点
（広域化の推進に係る取組状況の評価基準）
第５　交付区分のうち「広域化の推進」については、次に定めるところにより取組状況を評価する。
１　目標収納率（現年度分）の達成状況
　（1）評価方針
第三次支援方針に定める現年度分の規模別目標収納率又は、平成27年度の現年度分収納率の規模別収納率上昇目標値の達成状況を評価する。
（2）評価点数
○現年度分の収納率が規模別目標収納率以上の場合：40点

○現年度分の収納率が規模別目標収納率未満の場合

　規模別収納率上昇目標値

100％以上達成：40点

 　80％以上100％未満達成：30点

 　60％以上 80％未満達成：20点

 　40％以上 60％未満達成：10点

 　40％未満：０点
２　目標収納率（現年度分・滞納繰越分）の達成状況
　（1）評価方針
第三次支援方針に定める平成27年度の現年度分及び滞納繰越分の合計の目標収納率の達成状況を評価する。
（2）評価点数
100％以上：15点
 90％以上100％未満：７点
 80％以上 90％未満：４点
 70％以上 80％未満：２点
 70％未満：０点
３　滞納専門部署等の設置活用状況
　（1）評価方針
平成28年度における滞納整理機構や滞納処分の専門部署の設置活用状況を評価する。
滞納整理機構とは、地方自治法第284条の規定により複数の市町村が一部事務組合や広域連合を設置して、保険料(税)の徴収業務を行うものをいう。滞納専門部署とは、通常の国民健康保険業務とは別に、滞納保険料(税)の徴収のみを行う市町村内に設置している部署をいい、専任職員が１名以上とする。
なお、国民健康保険料徴収担当課や担当係の設置は原則として除くが、効率的かつ効果的な滞納対策を行う体制であると認める場合は、設置活用しているものとみなす。
また、設置活用をしていない場合でも、現年度分の収納率並びに現年度分及び滞納繰越分の合計収納率が、第三次支援方針に定める平成27年度の現年度分の目標収納率（規模別目標収納率又は規模別収納率上昇目標値のいずれか）並びに現年度分及び滞納繰越分の合計の目標収納率のいずれも達成している場合は、設置活用しているとみなす。
（2）評価点数
設置活用している：５点
設置活用していない：０点
４　口座振替等の推進状況
　〔口座振替等の状況〕
（1）評価方針
平成27年度における口座振替等（納付組織、特別徴収による納付を含む。）により保険料(税)を徴収している世帯の占める割合（以下「口座振替等率」という。）及び口座振等率の前年度からの向上の状況を評価する。
なお、口座振替等率の状況に関わらず、現年度分の収納率並びに現年度分及び滞納繰越分の合計収納率が、第三次支援方針に定める平成27年度の現年度分の目標収納率（規模別目標収納率又は規模別収納率上昇目標値のいずれか）並びに現年度分及び滞納繰越分の合計の目標収納率のいずれも達成している場合は、全国平均の口座振替等率以上であるとみなす。
　（2）評価点数
口座振替等率が平成27年度の全国平均の口座振替等率以上：７点
口座振替等率が前年度から上昇しており、かつ、当該上昇ポイントが平成23年度から平成27年度までの間における全国平均の口座振替等実施率の前年度比上昇ポイントの最大値以上：７点


口座振替等率が前年度から上昇しているが、当該上昇ポイントが平成23年度から平成27年度までの間における全国平均の口座振替等実施率の前年度比上昇ポイントの最大値未満向上：３点
口座振替等率の向上なし又は低下：０点
〔口座振替促進の取組み状況〕
（1）評価方針
普通徴収による保険料(税)の納付方法について、口座振替とすることを原則化している状況を評価する。
なお、原則化していない場合でも、現年度分の収納率並びに現年度分及び滞納繰越分の合計収納率が、第三次支援方針に定める平成27年度の現年度分の目標収納率（規模別目標収納率又は規模別収納率上昇目標値のいずれか）並びに現年度分及び滞納繰越分の合計の目標収納率のいずれも達成している場合は、原則化しているものとみなす。
（2）評価点数
原則化している：３点

原則化していない：０点
５　コールセンターの設置状況
　（1）評価方針
平成28年度におけるコールセンターの設置状況を評価する。
コールセンターとは、保険料(税)の滞納者に対して納付を促す電話連絡を行う専門部署（民間事業者へ当該業務を委託しているものや一定期間のみ設置しているものを含む。）をいい、市町村が自ら設置している場合には、専任職員を１名以上配置しているものに限る。
なお、設置をしていない場合でも、現年度分の収納率並びに現年度分及び滞納繰越分の合計収納率が、第三次支援方針に定める平成27年度の現年度分の目標収納率（規模別目標収納率又は規模別収納率上昇目標値のいずれか）並びに現年度分及び滞納繰越分の合計の目標収納率のいずれも達成している場合は、設置しているものとみなす。
（2）評価点数
設置している：５点

設置していない：０点
６　レセプト点検の実施状況
〔財政効果額〕
（1）評価方針
平成28年１月から10月までの間の一人当たり財政効果額を評価する。
（2）評価点数
府平均以上：２点

府平均未満：０点
〔レセプト点検の種類〕
（1）評価方針
平成28年１月から10月までの間に実施したレセプト点検の種類及び実施率を評価する。
（2）評価点数
・資格点検：100％で１点
・給付発生原因の点検、調剤報酬との突合点検、点数表との照合点検、縦覧点検：各50％以上で各１点。全てが50％以上で１点
・介護保険との突合：対象レセプトの10％以上又は効果的な実施で１点
・医療機関単位での突合：10％以上で１点　　　計：８点
７　柔道整復施術療養費の適正化状況
〔柔道整復施術療養費支給申請書の点検〕
（1）評価方針
平成28年１月から10月までの間における柔道整復施術療養費支給申請書の点検の種類及び実施率を評価する。
（2）評価点数
・資格点検：100％：１点
100％未満：０点
・内容点検：100％：４点
 80％以上100％未満：３点
 60％以上 80％未満：２点


 40％以上 60％未満：１点
 40％未満：０点　　　　　　　　　　計：５点
〔被保険者への負傷部位や受診原因調査〕
（1）評価方針
平成28年度における柔道整復施術療養費の多部位、長期又は頻度が高い施術患者に対する負傷部位や原因の調査等の実施及びその後の患者に対する適正受診の指導の状況を評価する。
（2）評価点数
調査等及び指導のいずれも実施している：５点
上記以外：０点
８　ジェネリック医薬品の普及促進の実施状況
〔ジェネリック医薬品の希望カードの配布〕
（1）評価方針
平成26年度から平成28年度までの間におけるジェネリック医薬品の希望カードの配布状況を評価する。
（2）評価点数
実施している：２点
実施していない：０点
〔ジェネリック医薬品の差額通知〕
（1）評価方針
平成28年度におけるジェネリック医薬品を利用した場合の差額通知の実施状況を評価する。
（2）評価点数
実施している：３点
実施していない：０点
９　収納率（現年度分）の低下状況
（1）評価方針
平成27年度の収納率（現年度分）の低下状況を評価する。
（2）評価点数
○低下後の収納率が規模別目標収納率以上の場合の評価

　１％以上低下：▲５点

　それ以外：０点

○低下後の収納率が規模別目標収納率未満の場合の評価

１％以上低下：▲10点

  それ以外：▲５
（評価点数による交付額の算定）
第６　交付区分のうち、「財政の健全性の確保・向上」及び「広域化の推進」に係る交付額は、それぞれ第４又は第５に定めるところによる評価点数に応じて、次のとおり算定する。
１　ランクの決定
評価点数の合計（以下「合計点数」という。）により、次のとおりランク付けを行う。
100～80点：Ａランク　　79～40点：Ｂランク
　39点以下：Ｃランク
２　一次配分額の算定
Ａランクの市町村については基礎交付額を一次配分額とし、Ｂ及びＣランクの市町村については、基礎交付額に合計点数を百で除したものを乗じた額を一次配分額とする。
３　二次配分額の算定
二次配分額は、Ａ及びＢランクの市町村のみに配分を行うものとし、次の算式により算定する。
（1）二次配分額の市町村合計 ＝ 基礎交付額の市町村合計 － 一次配分額の市町村合計
（2）二次配分額 ＝ 二次配分額の市町村合計 × 当該市町村に係る一次配分額の占める割合（※）
※一次配分額の占める割合＝一次配分額／Ａ・Ｂランク市町村の一次配分額合計
４　交付額の算定
Ａ及びＢランクの市町村については一次配分額と二次配分額の合計、Ｃランクの市町村については一次配分額を、当該交付区分の交付額とする。
（保険財政共同安定化事業の対象医療費の１円化に伴う激変緩和措置）
第７　平成28年度における保険財政共同安定化事業の交付金と拠出金の収支について、同事業の対象医療費が30万円超から１円以上になったことにより、拠出超過が増加又は交付超過が減少している市町村については、次の条件を満たす場合に限り、次の算式による交付額を交付する。
１　交付条件
保険料(税)算定において
①　保険財政共同安定化事業の交付金と拠出金の収支差を考慮していること。
②　政令の基準の算定によらず、保険料(税)を据え置くなどしていないこと。
③　予定収納率のかい離が５ポイントを超えていないこと。
２　交付額
交付額 ＝　共同事業の１円化に伴う影響額　×　75／100
（小規模保険者への交付額の調整措置）
第８　被保険者が少なく財政基盤が脆弱である小規模保険者に対し、次のとおり交付する。
なお、交付に要する額は、別に定めるところにより交付額を調整することにより実施する。
１　交付対象
町及び村
２　交付額
１，４００千円（定額）
（保健事業の推進）
第９　交付区分のうち「保健事業」については、次の区分により算定した額の合計額を交付する。
(1) 保健事業の推進
(2) 特定健診事業のヘモグロビンＡ１ｃ検査費用
(3) 非肥満血圧高値者・血糖値高値者への受診勧奨推進事業
（保健事業）
第10　保健事業の推進については、次に定めるところにより取組状況を評価し、その評価点数に応じて第６の例により交付額を算定する。
１　データヘルス計画の策定
(1) 評価方針
平成28年度における「データヘルス計画」（平成26年３月31日保発0331第22号厚生労働省保険局長通知による改正後の「国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針」に基づくデータヘルス計画をいう。）の策定状況を評価する。
(2) 評価点数
策定している：10点　　　　　策定していない：０点
２　汎用性の高い行動変容プログラムの取組み
(1) 評価方針
平成28年度における「汎用性の高い行動変容プログラム」（平成26年６月４日及び平成27年６月１日開催の「行動変容推進事業説明会」において大阪がん循環器病予防センターが提示した「汎用性の高い行動変容プログラム」（高血圧対策、禁煙支援、特定健診受診率向上、特定保健指導実施率向上及び高血糖対策）をいう。）の取組状況を評価する。
なお、特定健診受診率向上及び特定保健指導実施率向上に関する「汎用性の高い行動変容プログラム」に沿った取り組みを実施していない場合であっても、前年度の特定健康診査受診率又は特定保健指導実施率が、それぞれ前々年度の特定健康診査の全国平均受診率又は特定保健指導の全国平均実施率に達している場合は、それぞれ次号に定める「標準」区分として取り組んでいるものとみなす。
(2) 評価点数
汎用性の高い行動変容プログラムの事業区分（高血圧対策、禁煙支援、特定健診受診率向上、特定保健指導実施率向上及び高血糖対策の５種類）ごとに、次のメニュー区分に応じて定める点数の合計とする。
ただし、40点を上限とする。
「充実」：20点
「標準」：15点
「最低限」：10点　　
「汎用性の高い行動変容プログラム」に沿った取り組みを実施していない：０点
３　特定健康診査受診率の状況
(1) 評価方針
平成26年度における特定健康診査の全国平均受診率に対する、平成27年度における当該市町村の受診率（法定報告値）の達成状況を評価する。
(2) 評価点数
100％以上：20点
 80％以上100％未満：15点
 60％以上 80％未満：10点
 40％以上 60％未満：５点
 40％未満：０点
４　特定保健指導実施率の状況
(1) 評価方針
平成26年度における特定保健指導の全国平均実施率に対する、平成27年度における当該市町村の実施率（法定報告値）の達成状況を評価する。
(2) 評価点数
100％以上：20点
 80％以上100％未満：15点
 60％以上 80％未満：10点
 40％以上 60％未満：５点
 40％未満：０点
５　特定健康診査とがん検診との同時実施の状況
(1) 評価方針
平成27年12月から平成28年11月までの間における特定健康診査受診者のうち、特定健康診査とがん検診を同日・同場所で実施しているもの（以下「セット検診」という。）の受診率を評価する。
ただし、同日・同場所によらなくても、被保険者の利便性が確保され、特定健康診査の受診率向上の促進につながると認められる場合には、セット検診とみなす。
(2) 評価点数
80％以上：10点
60％以上80％未満：８点
40％以上60％未満：６点
20％以上40％未満：４点
０％を超え20％未満：２点
０％又は未把握：０点
（特定健診事業のヘモグロビンＡ１ｃ検査費用）
第11　特定健診事業のヘモグロビンＡ１ｃ検査費用については、次に定めるところにより交付する。
１　交付方針
国民健康保険特定健康診査・保健指導国庫負担金（以下「特定健診等国庫負担金」という。）の交付対象となる特定健康診査を受けた者（空腹時血糖検査を受けた者に限る。）に対するヘモグロビンＡ１ｃ検査に対して交付する。
２　交付額の算定
「国民健康保険特定健康診査・保健指導国庫負担金交付要綱」に定める実施方法の区分に応じて次に定めるところにより算定する。
（1）個別健診で実施した場合
交付額 ＝ 交付単価 × ヘモグロビンＡ１ｃ検査受診者数（前年度の12月から当該年度の11月までの間に特定健診等国庫負担金の対象となる特定健康診査を受けた者のうち、空腹時血糖検査を受けた者の人数。以下同じ。）× 0.8 × 1/2

ただし、当該受診者に係るヘモグロビンＡ１ｃ検査費用を国民健康保険特別会計事業勘定（款）保健事業費において支出していること。
（2）集団健診で実施した場合
交付額 ＝ 交付単価 × ヘモグロビンＡ１ｃ検査受診者数 × 0.8 × 1/2

ただし、当該受診者に係るヘモグロビンＡ１ｃ検査費用を国民健康保険特別会計事業勘定（款）保健事業費において支出していること。
（3）交付単価
個別健診で実施した場合　1,879円　　集団健診で実施した場合　1,434円
（非肥満血圧高値者・血糖高値者への受診勧奨推進事業）
第12　非肥満血圧高値者・血糖高値者への受診勧奨推進事業については、次に定めるところにより交付する。
１　交付方針
「大阪府国民健康保険非肥満血圧高値者・血糖高値者受診勧奨推進事業実施要領」（平成27年５年15日付け国健第1228号・健第1435号 大阪府福祉部国民健康保険課長及び大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課長通知。以下「要領」という。）に定める受診勧奨又は受診状況の確認（以下「受診勧奨等」という。）の実施完了の実績に対して交付する。
２　交付額の算定
交付額 ＝ 5,000円 × 受診勧奨等完了人数（平成28年４月から平成28年11月までの間に特定健康診査を受診し、かつ平成29年２月までの間に要領に定める受診勧奨等を完了した人数）
３　経過措置
次の各号に掲げる人数については、前項の受診勧奨等完了人数に含むものとする。
（1）平成27年12月から平成28年３月までの間に特定健康診査を受診し、かつ平成29年２月までの間に要領に定める受診勧奨等を完了した人数
（2）平成27年11月以前に特定健康診査を受診した者で平成28年３月から平成29年２月までの間に要領に定める受診勧奨等を完了した人数
（保健事業に係る交付額の調整）
第13　各市町村の第12の額の合計額が100,000,000円を超える時は、100,000,000円を上限とし、各市町村の第12の額の合計額を基礎として按分することにより交付額を調整する。
　　　また、各市町村の第９(2)及び(3)に要する額の合計額が第１の(3)に規定する割合の100　　　分の90に相当する額を超えるときは、当該100分の90に相当する額を上限とし、各市町村の第９(2)及び(3)に要する額の合計額を基礎として按分することにより交付額を調整する。
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